
 

特定商取引に基づく表記 

  

販売業者／株式会社セイファート

代表者／長谷川高志 

所在地及び電話番号／東京都渋谷区渋谷 3-27-11 祐真ビル 2F 

TEL 03-5464-3690（代表） FAX03-5464-3691 

営業時間 10:00～19:00（土日祝除く） 

e-mail ア ド レ ス ／education@seyfert.co.jp 

URL（お申込み）／https://seyfertlearning.shop-pro.jp/ 

支払い方法／銀行振込（振込手数料はお客様ご負担） 

販売価格／3,000 円（税込） 

商品代金以外の支払い／消費税（表示価格は税込みの価格となっております） 

 

 

申し込み方法／申し込みフォームよりご登録の上、受講料のご入金をもって正式申し込み

となります。受講料のご入金は12 月11 日（金）15:00までにお願いいたします。 

 

料金の返還・ キャンセル／受講料のご入金が確認でき次第、参加用URLを発行いたしま

すので、原則として受講料のご入金後のキャンセルはお受けできません。 

 

商品について／本セミナーは全てインターネットを通じて提供します。セミナー後のアー

カイブ視聴につきましては、2020 年 12 月 15 日（火）18:00～2021 年 1 月 15 日（金）18:00 まで

無償で提供しております。1 月 15 日（金）18:00 にアーカイブ視聴を終了し、以降は視聴

できません。予めご了承下さい。 

 

運営：株式会社セイファート事業推進部 03-5464-1487 

 

 

  

mailto:education@seyfert.co.jp


株式会社セイファート（以下、「甲」）は、甲が運営する「Seyfert  Learning  Programme」で提

供する「M.A.C.オンラインメイクアップセミナー」（以下、「本サービス」）を本サービスの申

し込み希望者及び利用者（以下、「乙」）が利用することについて以下の利用規約（以下、「本規

約」）を定めております。乙は本サービスへの登録申し込みを行った時点をもって本規約を承

諾したものとみなします。 また、乙が未成年の場合は親権者等法定代理人の同意を得てから

登録申し込みをお願いいたします。 

 

第１条（本規約の適用範囲及び変更） 

本規約の適用範囲には、甲のウェブサイト（以下、「本サイト」）に規定するものに加えて、

甲が乙に対して提供する電子メールアプリケーション等で発信する情報が含まれます。 

２．甲は乙の承諾を得ることなく本規約の改定、変更、新たな規定の追加ができるものとしま

す。 変更後の本規約は、本サイトに掲載した時から効力を生じるものとし、乙はその効力を

あらかじめ承諾するものとします。 

 

第２条（本サービスの登録） 

乙は甲が定める手続きに従って、本サービスの登録を行うものとします。 乙は本サービスの

登録にあたり、下記の事項について承諾したものとします。 

本規約を熟読し、その内容を承諾した上で、本サービスへの登録申し込みをすること。  氏

名、電子メールアドレス、その他の項目を真実かつ正確に登録すること。また登録時に設定し

たこれらの情報を乙の責任で厳重に管理すること。 

第５条１項に規定した機器、ソフト等を乙自身が準備すること。 

乙の通信環境が本サービスの利用に支障がないことを確認すること。

甲が定める決済方法により利用料金を支払うこと。 

２．乙による本サービスの登録は、甲の電子メールによる承諾の通知をもって完了するものとし

ます。ただし、甲は乙の代金の支払を甲が確認するまで本サービスの利用を制限できるものと

します。 

３．甲は、乙が下記事由に該当する場合には、その登録を拒否し、または登録を取消すことがで

きます。また利用者から当社に対し支払われた利用料金は、理由を問わず返金いたしません。

ただし、当社の責めに帰すべき事由により本サービスが提供されなかった場合にはこの限りで

はありません。 

（１）乙が実在しない場合。 

（２）乙の登録情報に、虚偽、誤記または記入漏れがある場

合。（３）乙に利用料金の支払い能力がないと甲が判断した場

合。（４）乙が過去に代金の支払いを怠っていた場合。 

（５）乙が過去に甲より登録を取り消されている場合。 

（６）乙が第 6 条に定める禁止行為を行った場合。

（７）その他、本サービスの利用者として不適当であ

ると甲が判断した場合。 

 

  



第３条（登録情報の変更） 

乙は甲に届けた登録情報の内容に変更があった場合、 遅滞なく本サイトにて登録情報の変更

手続きをするものとします。乙が登録情報の変更を怠ったことにより生じた乙の不利益、その

他の負担に関して、甲は一切の責任を負わないものとします。 

 

第４条（登録情報の利用と取り扱い） 

甲は乙の登録情報のうち「個人情報」に該当する情報について、甲が別途定める「プライバシ

ーポリシー」に則って適切に取り扱うものとします。 

２．乙は登録した情報を厳重に管理するものとし、本サービスの利用者が乙本人によるものとみ

なします。 

３．乙による登録情報の失念、消失及び管理の不徹底により生じた損害についての責任は乙が負

うものとし、甲は一切の責任を負いません。また乙は自己の登録情報が他者によって不正利用

されていることを知った場合、ただちに甲にその旨を連絡し、甲の指示に従うものとします。 

 

第５条（サービス規定） 

本サービスは、インターネットと甲の指定する WEB ソフトを使用して行います。本サービス

を利用する上で必要なパソコン、インターネット環境、ヘッドセット（任意）、ウェブカメ

ラ（任意）等については、乙自身が用意するものとします。 

２．甲は、本サービスの円滑な進行または一貫性を確保、維持するため、乙のレッスン内容等の

必要な情報を記録します。また、この情報の中には乙の個人情報が含まれる場合があり、これらは

甲が別途定める「プライバシーポリシー」に則って適切に取り扱うものとします。 

３．甲は、サービスの質の向上に役立てる等の目的で、提供するサービスを視聴もしくは聴取

し、また、データを保存すること（以下、「聴取等」）があります。乙は自身が参加するレッス

ンが聴取等されている可能性があることに予め同意し了承するものとします。 

４．レッスン開始後、講師側の個別の問題（講師側が設置した通信機器の障害、講師の体調不

良等）により本サービスの利用が中断し、講習の継続が不可能になった場合、再度日程を設け

て開催するものとします。 

４．甲は、必要に応じ、本サービスに関する業務の全部または一部を外部委託することができる

ものとします。 

 

第６条（禁止行為） 

乙は、本サービスの利用に際して、以下に定める行為、またはそのおそれがある行為を行って

はなりません。 



 

（１）乙が本サービスを利用する権利を他者に譲渡しもしくは使用させ、または他者の名義

に変更する行為。 

（２）本サービスまたは甲の名誉、信用を失墜・毀損させる行

為。（３）違法行為、公序良俗に反する行為。 

（４）虚偽の情報を登録する行為。 

（５）本サービスの運用を妨げる行為。 

（６）本サービスを営業行為や営利行為またはそれらの準備に利用する行為。 

（７）本サービスの他の利用者、甲または第三者に不利益、損害を与える行

為。 

 （8）犯罪行為または犯罪行為に結びつく行為。 

(9) 講師への嫌がらせや、不良行為、レッスンの進行を妨げる等のハラスメント行為。なお、ハラ

スメント行為の認定は、事実確認を行った上で、甲の判断により行います。 

(10) 甲が一般的に開示していない機密情報を講師へ詮索する行為。 

(11) 電子メールの送受信を含め、オンライン、オフラインを問わず、乙またはその代理人が講

師と個人的に接触しようとする行為。 

(12) 講師に甲の競合たりうるサービス・企業での勤務を勧誘する行為。 

(13) 甲のカスタマーサポートスタッフへの暴言、またはカスタマーサポート業務を妨げる行

為。 

(14) ひとつのアカウントを複数人で利用する行為。 

(15) 本サービスの利用状況を録音または録画して第三者に開示する行為。

(16)乙が乙または第三者の機密情報を講師に開示する行為。 

(17)その他、甲が不適当と判断する行為。 

2 ．乙が前項に定める行為を行った場合、甲は乙の登録を取り消すと共に、甲が何らかの損害

を被った場合は、損害賠償、その他法的処置をとるものとします。 

 

第 7 条（退会） 

乙は退会により、本サービスを利用する一切の権利を失うものとし、 甲に対して何らの請求

をすることができないものとします。 

 

第 8 条（サービスの中断・終了） 

甲は、以下の事由に起因する場合、本サービスの全部または一部を中断または終了することが

できるものとし、その旨を事前または事後に本サイトまたは電子メールで通知するものと

します。 

天災、火災、停電、その他の非常事態により本サービスの提供ができなくなった場合。戦

争、内乱、暴動、労働争議等により、本サービスの提供ができなくなった場合。 

その他、甲が一時的に中断を必要とした場合。 



 

第 9 条（情報配信） 

甲は乙に対して電子メールによる通知、広告及びアンケート等の情報配信を実施できるも

のとします。 

 

第 10 条（オンラインツールの利用） 

甲は利用可能な原則無料のオンラインツールを用いてサービスの提供を行います。乙はオ

ンラインツールの利用に際し、下記に定める事項について同意したものとします。 

乙は、オンラインツールまたはアプリケーションを提供する提供元が定める通話機能及び

その利用規約に従うこととします。 

通話ソフトウェア等をダウンロードし、その機能を確認することは乙の責任とします。 

通話ソフトウェア及びその利用に必要なハードウェアの故障、設定不備及び不具合により、サ

ービスが利用できない場合、当社は一切責任を負わないこととします。 

メールやLINE などを含むオンラインツールを通し講師から送られてきたファイルやURL を

開くときは、ユーザーの自己責任で開くものとします。送られてきたファイル・URL が原因

となってウィルス感染などの損害が発生した場合または、オンラインツールの不具合や通

信環境の事情により生じたトラブルについては一切責任を負いません。 

 

第 11 条（賠償責任の制限） 

乙は下記に定める事項に起因または関連して生じた一切の損害について、甲が、乙より申し受

けた利用料金の総額を超える賠償責任を負わないことに同意します。ただし、甲の故意または

重過失による場合にはこの限りではありません。 

(1) 本サービスを利用したこと、または利用ができなかったこと。 

(2) 乙が送信または登録したデータに対し、不正アクセスや不正な改変がなされたこと。

(3)本サービス中の第三者による発言、送信や行為。 

(4) 本サービスの学習効果等。 

(5) 乙がレッスン中またはレッスン外で伝えた情報。 

(6) 国内外の政治情勢や自然災害、通信障害等、甲の責任によらない事由による本サービス

の中断。 

(7) 乙が本サービスに対して満足な利用が出来なかったこと（以下の各状況を含むが、これ

らに限られません。）。 

(8) 急激なユーザー数の増加や講師在住地域側の通信障害発生などによる提供可能レッスン

数の急減により、提供レッスン数が一時的に不足している状況。 

(9) 希望する時間帯のレッスンが予約できない状況。

(10)特定の講師のレッスンが予約できない状況。 

(11)講師在住地域での停電や通信障害発生等によりレッスンを中止せざるを得ない状況。 

2 ．本サービスに関する甲からの主な連絡手段は電子メールとし、乙は甲からの電子メール 



 

を受信にて確認するものとします。乙が電子メールの確認を怠ったことにより生じる乙の

不利益については、甲は賠償する義務を一切負わないものとします。 

3 ．甲は、乙が本サービス利用時にコンピュータウィルス感染等により発生した損害と、本サ

ービスに使用するソフト、配信ファイルによって発生したいかなる損害も、賠償する義務を一

切負わないものとします。 

 

第 12 条（著作権及び所有権） 

本サービスに関する商標、ロゴマーク、教材、映像、画像、音声その他当社に帰属する版権物

等についての著作権、所有権は全て甲に帰属します。これらを乙が甲に無断で使用することを

禁じます。 

 

第 13 条（暴力団等反社会的勢力の排除） 

甲及び乙は、自らが暴力団、暴力団員、またはこれらに準じる者などの反社会的勢力に該当し

ないことを表明し、かつ将来にわたっても該当せず、自らまたは第三者を利用して暴力を用い

る不当な要求行為、脅迫的な言動、風説の流布、偽計または威力を用いて相手方の信頼を毀損

し、または妨害する行為その他これらに準じる行為を行わないことを確約するものとしま

す。 

2 ．甲及び乙は、相手方が前項に違反した場合は、契約を解除することができるものとします。 

 

第 14 条 （秘密保持義務） 

甲及び乙は、本契約に関連して知り得た相手方の人事上、営業上及びその他の秘密情報につい

て、本契約に基づく業務の遂行目的以外に一切これを使用してはならないものとし、本契約の

有効期間中のみならず本契約の終了後も相手方の事前の書面による承諾を得ることなく第

三者に開示、漏洩してはならないものとする。 

 

第 15 条（協議事項） 

甲及び乙は、お互い信義をもって誠実に本規約を履行するものとします。本規約に記載されて

いない事項及び本規約の条項について疑義が生じたときは、速やかに協議し、誠意をもってそ

の解決にあたるものとします。 

 

第 16 条（準拠法及び専属的合意管轄裁判所） 

本規約の準拠法は日本法とします。また、本サービスのご利用に関するすべての紛争について

は、甲の本店所在地を管轄する裁判所をもって第一審における専属管轄裁判所とします。 


